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要望に対する主な措置状況 

要望項目 結果の概要 

 

１ 地方交付税の

必要額の確保等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）一般財源総額の確保 

・地方交付税等の一般財源総額について、交付団体ベースで前 

年度を 0.2 兆円上回る 62.2 兆円を確保 

・地方交付税総額について、前年度を 0.3 兆円上回る 18.4 兆円 

を確保するとともに、 臨時財政対策債を前年度から 0.8 兆円 

下回る 1.0 兆円に抑制 

 

地方税    42 兆 8,751 億円（前年度比＋1兆 6,446 億円） 

地方譲与税   2 兆 6,001 億円（  同    ＋  23 億円) 

地方特例交付金   2,169 億円（  同    ▲  98 億円) 

地方交付税  18 兆 3,611 億円（  同     ＋3,073 億円) 

臨時財政対策債     9,946 億円（  同   ▲ 7,859 億円) 

一般財源総額 65 兆  535 億円（  同  ＋1 兆 1,900 億円) 

（交付団体ベース） 62 兆 1,635 億円（  同     ＋1,500 億円） 

 

 

（２）「地域デジタル社会推進費」の継続 

およびマイナンバーカード利活用特例分の増額 

・地域が抱える課題のデジタル実装を通じた解決の取組等を一層

推進するため、「地域デジタル社会推進費」の事業期間を延長し、

0.2 兆円を計上（令和５～７年度） 

・また、地域のデジタル化の基盤となるツールであるマイナンバ

ーカードを利活用した住民サービス向上のための取組みに係る

事業費をマイナンバーカード利活用特別分として、500 億円増

額（令和５・６年度） 

 

 （配分） 道府県：  800 億円 

      市町村：1,700 億円 
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要望に対する主な措置 

要望項目 結果の概要 

２ 地方債制度の

充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）脱炭素化推進事業債  

・公共施設等の脱炭素化の取組を計画的に実施できるよう新た

に「脱炭素化推進事業債（仮称）」を創設 

 

 【対象事業】 

   再生可能エネルギー（太陽光等） 

   公共施設等の ZEB 化 

   省エネルギー（省エネ改修・LED 照明の導入） 

   公用車における電動車の導入 

 

 【事業期間】 

   令和 7年度まで 

 

 【事業費】 

   1,000 億円 

 

 【充当率等】 

   充当率 90％ / 交付税措置 30～50％ 

 

 

 

 

 




